
国民健康保険税率等の
改正について

令和６年１月１２日付け 令和６年度事業費納付金の本算定結果を踏まえ
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市国民健康保険特別会計予算の構造

（歳入区分） 割合

保険税(★) １７.９％

国県支出金
普通交付金 ６９.３％

特別調整交付金(★) １.８％

一般会計繰入金
人件費・事務費、
保険基盤安定分、財政安定化(★)

その他繰入
１０.６％

その他収入(諸収入) ０.３％

（歳出区分） 割合

人件費および事務費 １.０％

給付費

療養諸費
５９.９％

高額療養費 ９.５％

その他の給付 ０.７％

事業費納付金(★) ２７.３％

保健衛生費 １.４％

その他の支出 ０.５％

県が給付費相当額を負担する

第七十六条 市町村は、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用、財政安定化基金拠
出金の納付に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てるため、被保険者の属する世帯の世帯主から保険料を徴収しなければならない。た
だし、地方税法の規定により国民健康保険税を課するときは、この限りでない。

(★)国民健康保険法（保険料）

医療費のうち、保険者負担分
（７割・８割・９割相当）

自己負担のうち限度額
を超える分の給付

出産育児給付・葬祭
費など任意給付

特定健診及び特定保健指導
ジェネリック推進など医療費適正化

還付金、加算金、予備費など
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事業費納付金とは

事業費納付金とは、多くの市町村が高齢化及び被保険者数が減少していくなか、各市町村の財
政基盤が縮小傾向となり、増加する医療給付費相当額を安定的に賄うことが難しく、その財源
は小さな規模の市町村より、都道府県全体で確保したほうが合理的なことから、市町村から都
道府県に納付金として納めることとし、都道府県はプールした財源で医療給付費総額(都道府県
総額)を賄おうとする制度が平成３０年度から始まった。(市町村はかかった給付額を都道府県に請求する。）

茨城県では、市町村との協議結果等を踏まえ、市町村ごとに医療費水準と所得水準を考慮し市町村

ごとの納付金額を算定しており、毎年１月中旬本算定により納付額が決定する。
将来的には、高齢化と医療技術の進展による医療費の増と人口減により、被保険者一人当たりの負

担は増えることが予想される。

事業費納付金推移 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度

事業費納付金(円) 1,494,436,083 1,326,459,095 1,145,600,629 1,054,756,868 1,117,111,500 1,183,357,721

被保険者数(実績) 10,808 10,309 9,985 9,804 9,228 8,544(見込)

1人当たりの額(円) 138,271 128,670

(-6.9%)

114,732

(-10.8%)

107,584

(-6.2%)

121,057

(+12.5%)

138,502(見込)

(+14.4%)

医療給付

請 求

税 納付金
普通交付金
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国民健康保険税とは

地方税法（国民健康保険税）

第七百三条の四 国民健康保険を行う市町村は、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する次に掲げる費用に充てるため、国民健康保険の被保険者である世帯

主に対し、国民健康保険税を課することができる。

一 国民健康保険法の規定による国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

二 国民健康保険法の規定による財政安定化基金拠出金の納付に要する費用

三 その他国民健康保険事業に要する費用

２ 国民健康保険税の納税義務者に対する課税額は、当該納税義務者及びその世帯に属する被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。

一 基礎課税額（国民健康保険医療事業に充てる目的 全ての被保険者）

二 後期高齢者支援金等課税額（後期高齢者医療事業に充てる目的 全ての被保険者）

三 介護納付金課税被保険者（介護保険事業に充てる目的 ４０～６４歳までの被保険者）

３ 略

４ 標準基礎課税総額は、次に掲げる額のいずれかによるものとする。

一 所得割総額、資産割総額、被保険者均等割総額及び世帯別平等割総額の合計額 ・・・ ４方式 令和３年度まで、医療費分と後期支援分で採用

二 所得割総額、被保険者均等割総額及び世帯別平等割総額の合計額 ・・・ ３方式 令和３年度まで、介護給付分で採用

三 所得割総額及び被保険者均等割総額の合計額 ・・・ ２方式 茨城県は令和４年度から県内統一で採用

地方税法に定めている国民健康保険税は、事業費納付金を賄うため被保険者の世帯主に課税をする

ことができる。その内訳は、国保医療費、後期高齢者支援及び介護保険給付に充てる目的で課税し、

それぞれ、４項の１～３いずれかの方式をもって総額とする。

現行税率（R4～） 医療給付分 介護給付分基礎課税分 後期支援分

所得割 ６.０％ ２.５％ ８.５％ ２.１％ 有所得者に賦課

均等割 ３２,０００円 １４,０００円 ４６,０００円 １６,０００円 世帯員に賦課

1

1

2

2

3

3

6



応能負担と応益負担

所得割 ＝ 応能負担 支払い能力に応じた負担
均等割 ＝ 応益負担 いつでも医療にかかれるなど受益に対する負担

社会保険における保険料は、一般的に所得ないしは経済的負担能力で賦課されるべきものとされているが、

国保は地域保険として住民相互の連帯意識に支えられ運営していること、また、加入者の職業が自営業、

自由業、農業といったように多岐にわたり、負担能力の測定に困難が伴うため、公平性を確保する目的で

応益負担の考え方がある。

保険税の負担は、負担能力に応じた公平なものである必要があるが、受益との関係において、被保険者の

納付意欲に与える影響を鑑み、賦課限度額を設けている。

賦課限度額

区 分 限度額

基礎課税分 ６５万円

後期支援分 ２２万円

介護支援分 １７万円

国保の限度額は、社会保険に用いる標準報酬月額等級の最高等級の該
当者０.５～１.５％の基準を踏まえ、医療費の状況を考慮し、ほぼ毎年
改正を行っています。
増加傾向にある医療費の影響で、保険税率を改正(増)した場合、限度額
が設定されていると、高所得者の保険税は増加しないで、中間所得層
や低所得者の保険税が増えることを避けるためです。

均等割の税額を高く設定すると、低所得世帯や家族が多い世帯とくに
多子世帯の負担を高め、所得割の税率を高く設定すると、医療受益との関
係において若年世代を中心に中間所得層の納税意欲を損ねる可能性を高め
る 均等割：所得割のバランスを意識し公平性を確保することが重要
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国保の世帯は、年齢構成が高いことや比較的所得水準が低いことが構造的課題となっています。このため

所得の少ない世帯の負担軽減を図るため、世帯の所得に応じて均等割額を７割、５割および２割の軽減を

する措置があります。

応益負担の軽減制度

・基礎控除額４３万円 以下の場合 均等割の７割が軽減されます ４６,０００円 → １３,８００円
・基礎控除額４３万円＋(２９万円×世帯員)以下の場合 均等割の５割が軽減されます ４６,０００円 → ２３,０００円
・基礎控除額４３万円＋(５３.５万円×世帯員)以下の場合 均等割の２割が軽減されます ４６,０００円 → ３６,８００円

世帯の
所得が

※２人以上の有所得者のいる世帯については給与所得者若しくは年金所得者の人数ー１ごと１０万円を加算します。

また、令和４年度から１８歳以下の子どもの均等割を５割軽減（７・５・２割軽減世帯は軽減後の５割軽減）

保険税の軽減の影響で、納付金の財源となる国保税総額は減少することになります。

この減額分補填は、国県市(一般財源)から保険基盤安定分として繰り入れます。

※子どもの軽減分のうち未就学児は保険基盤安定繰入金により補填されますが、７～１８歳については市単独事業として県の特別調整交付金(市町村分)を充てています。

軽減対象
被保険者数の割合 軽減なし 42.6％ ２割軽減 14.9％ ５割軽減 16.9％ 7割軽減 25.6％
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令和６年度事業費納付金の本算定結果（令和６年１月１２日付け）

被保険者数推計 令和６年度(11/28仮算定) 令和６年度(1/12本算定) 令和５年度(見込み) 差 額 伸び率

茨城県 569,231人 569,231人 595,616人 △26,385人 △4.43%

かすみがうら市 7,963人 7,963人 8,544人 △581人 △6.80%

１人当たり納付金 令和６年度(11/28仮算定) 令和６年度(本算定) 令和５年度(見込み) 差 額 伸び率

茨城県総額 141,135円 140,536円 135,941円 ＋4,595円 ＋3.38%

かすみがうら市 142,428円 141,833円 138,502円 ＋3,331円 ＋2.41%

令和６年１月１２日付け令和６年度事業費納付金の本算定結果により、事業費納付金の総額は５３９３万

９３８９円減の１１億２９４１万８３３２円となった。仮算定(1,134,156,298円)と比較し微減となった。

被保険者数の推計は、後期医療制度や職域保険へ異動による影響もあり、５８１人減となり、1人当たり

の納付金は２.４１％増の１３万８５０２円となった。

※(参考)本算定時の推計被保険者数は茨城県605,689人 かすみがうら市8,855人

事業費納付金 令和６年度(11/28仮算定) 令和６年度(1/12本算定) 令和５年度(本算定) 差 額 伸び率

茨城県総額 80,338,261,140円 79,997,713,253円 80,968,419,749円 △970,706,496円 △1.20%

かすみがうら市 1,134,156,298円 1,129,418,332円 1,183,357,721円 △53,939,389円 △4.56%

・基礎課税分 735,195,099円 733,825,032円 761,766,405円 △27,941,373円 △3.68％

・後期支援分 299,492,003円 297,561,149円 319,506,242円 △21,945,093円 △6.87％

・介護納付分 99,469,196円 98,032,151円 102,085,074円 △4,052,923円 △3.97％
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区分 ２方式 現行税率 → R6標準保険料率 差
ひとり当たり
の課税影響額

備考（算定基礎）

基礎課税分 所得割 6.0％ 7.07％ ＋1.07％ ＋5,286円 所得額 5,425,923,318円

均等割 32,000円 42,580円 ＋10,580円 ＋7,408円 被保数 8,887人

後期支援分 所得割 2.5％ 3.29％ ＋0.79％ +3,523円 所得額 5,425,923,318円

均等割 14,000円 19,328円 ＋5,328円 +3,730円 被保数 8,887人

介護給付分
４０～６４歳までの被保険者

所得割 2.1％ 2.73％ ＋0.63％ ＋1,025円 所得額 2,077,501,739円

均等割 16,000円 19,839円 ＋3,839円 ＋814円 被保数 2,716人

事業費納付金額を賄うための基礎として、都道府県が市町村ごとの標準的な水準の税率として標準保険料率が

示される。合理的には事業費納付金の財源は特別会計の特定の財源で賄う必要があるため、標準保険料率を参

考基準として課税するのが望ましい。

令和６年度標準保険料率は現行の税率を大きく上回るため、ひとり当たりの税額の影響額が大きくなることか

ら支払準備基金を活用し激変緩和を設ける。また、ここのところの物価上昇など不安定な景気変動があること

から、特に所得の低い世帯への配慮として均等割の見直しは見送り、必要額は所得割及び基金で賄う。

（標準保険料率適用試算 R06.1.13現在算定基礎を基に賦課期日R5.4.1で試算）

ひとり当たりの税額の影響額 0～39歳 及び 65～74歳 19,947円/年 増額
(軽減及び限度額反映後） 40～64歳(介護第2号被保険者) 21,786円/年 増額
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法定外繰入等の解消

増加する医療費総額に対して、半分を国保税(基礎課税額)で賄う必要があり、被保険者の負担は大きくなる傾向にあります。

そのほかにも市町村国保は、構造的課題として増加傾向にある医療費に対し、高齢者の割合が高いことや社会構造・社会背景の

変化により、財政運営が難しい状況にあります。このことから、法律等により一般会計からの繰り入れが認めれています。

それでも制度改正前の一部の市町村は、必要な保険税の引き上げが難しかったことで、法定外繰入などが行われてきた経過があ

ります。制度改正以降(都道府県化)、国保財政の健全化を図る観点から、法定外繰入の解消を目的とした計画の策定を求められ

るようになり、支援制度による加減算双方向でのインセンティブを設けるなど法定外繰入金の早期の解消を国は求めている。

（特別会計） 国民健康保険法

第１０条 都道府県及び市町村は、国民健康保険に関する収入及び支出について、政令で定めるところにより、それぞれ特別会計を設けなければならない。

（会計の区分）地方自治法

第２０９条 普通地方公共団体の会計は、一般会計及び特別会計とする。

２ 特別会計は、普通地方公共団体が特定の事業を行なう場合その他特定の歳入をもつて特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合において、

条例でこれを設置することができる。

（市町村の特別会計への繰入れ等）国民健康保険法

・第７２条の３ 低所得者に係る保険税の軽減(基盤安定繰入金) 負担割合 県３／４ 市１／４

・第７２条の３の２未就学児に係る均等割の軽減 負担割合 国１／２ 県３／４ 市１／４

・第７２条の３の３産前産後保険料免除制度 負担割合 国１／２ 県３／４ 市１／４

・第７２条の４ 低所得者を考慮した保険者への財政支援分(基盤安定繰入金) 負担割合 国１／２ 県３／４ 市１／４

・第７２条の５ 特定健康診査等に要する費用 負担割合 国１／３ 県１／３ 市１／３

（国民健康保険繰出金について）総務省事務連絡

・出産育児一時金繰入 支給基準額の２／３ 負担割合 市１／１

・国保財政安定化支援事業繰入 保険者責任に帰することができない特別な事情 負担割合 市１／１

・職員人件費および事務費等 負担割合 市１／１
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（財政安定化基金） 国民健康保険法

第81条の2 都道府県は、国民健康保険の財政の安定化を図るため財政安定化基金を設け、次に掲げる事業に必要な費用に充てるものとする。

一 当該都道府県内の収納不足市町村に対し、政令で定めるところにより、基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足する額を基礎として、当該都道

府県内の市町村における保険料の収納状況等を勘案して政令で定めるところにより算定した額の範囲内の額の資金を貸し付ける事業

（国民健康保険財政安定化基金貸付・交付事業等取扱要領）厚生労働省

市町村への貸付事業

○保険料（税）収納率の悪化等により、基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足する場合に、財政安定化基金から市町村へ貸付を行う。

○貸付は無利子とする。

貸付額の償還

○償還金は、貸付を受けた翌々年度から３年間で償還することを原則とする。ただし、災害その他特別の事情により償還が著しく困難であるため都道府県がやむを得な

いと認める場合は、償還期限をさらに３年間まで延長することができる。

※基金事業対象保険料収納額 市町村が当該年度に収納した保険税の合計額(保険税収納額)

基金事業対象保険料必要額 標準基礎課税総額＋標準後期高齢者支援金課税総額＋標準介護納付金課税

総額の合算額に基金対象比率を乗じた額
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